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研究成果の概要： 

企業が環境理念を企業戦略の一貫として取り組み、顧客価値創造を生み出すべく戦略経営プ

ロセスの概念フレームワーク構築とプロダクト・イノベーション・プロセスの事例研究を通じ

た実証分析に取り組む。 
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年度    

  年度    
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研究分野：複合新領域 

科研費の分科・細目：社会・安全システム科学，社会システム工学・安全システム 

キーワード：経営工学 

 

１．研究開始当初の背景 

イノベーションプロセスという視点から、

企業が環境理念を企業戦略の一貫として取

り組み、顧客価値創造を生み出すべく戦略経

営プロセスの概念フレームワーク構築と事

例研究を通じた実証分析に取り組む。 

 

２．研究の目的 

環境問題を考慮した企業戦略の実行は、企

業の主観的理念と創造的な戦略経営プロセ

スに負うところが大きい。また環境問題は顧

客視点という市場変化および社会的使命と

いう構造的変化に深く関係しており、企業は

これらの要素変化に対応して能動的（主観

的）かつ受動的（客観的）に意思決定し行動

しなければならない。本研究では新たな概念

フレームとしてダイナミックな広義の環境

変化に対応して、能動的な「環境創造戦略」
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と受動的な「環境適応戦略」との統合的戦略

経営プロセスの理論を提示することが 1点目

の研究目的である。そして新たに導出された

概念フレームを日本及び米国の複数の事例

研究を通じて理論的フレームワークの精緻

化と実証分析を行う。2 点目の研究目的は融

合モデルとイノベーション・プロセスに基づ

く環境問題を取り入れた製品開発改良シス

テムの基本モデルを構築し、管理技術の観点

から整理しその有効性を検証することにあ

る。 

 

３． 研究の方法 

(1)新たな理論フレームの検証のために日

本および米国における最先端のIT企業や

製造企業の詳細な事例研究（社内外資料

の分析とインタビューに基づく）を行う。

これらの企業は環境問題対策（CO2削減と

顧客価値の向上）を企業理念及び企業戦

略として深く位置づけており、本研究で

は上記企業における製品・サービスの企

画開発・導入・活用プロセスに関する戦

略策定＆実行プロセスを時系列に詳細に

分析・考察する。そして新たに導出され

た理論フレームの有効性に関して考察す

る。 

(2)さらに環境問題対策に向けて、ICTの開

発・導入・活用というイノベーションプ

ロセスに関して、日米欧の主要企業の調

査（主にアンケートとインタビューに基

づく）を行い、環境問題対策と戦略経営

プロセスの理論フレームとの関連性に関

して考察する。 

(3)環境問題を考慮したプロダクト・イノ

ベーションの手順、各生産活動(特に設

計・製造段階)における具体的な融合の

ステップ、用いられる管理技術など、こ

のシステムを構成する要因を整理し、一

般化されたモデルを構築する。 

(4)プロダクト・イノベーション・システ

ムの国際比較を一般化されたモデルと管

理技術の観点から整理し、その有効性を

検証する。 

 

４． 研究成果 

(1)１点目の成果はイノベーションマネジメ

ントプロセスという視点から、企業が環境

理念を企業戦略の一貫として取り組み、顧

客価値創造を生み出すべく戦略経営プロ

セスの概念フレームワーク構築と事例研

究を通じた実証分析に取り組んだ。既存の

戦略理論を包括した「ダイナミックな戦略

経営プロセス」の理論化を行った。そして

本研究では広義の意味での環境（市場、技

術、競争＆協調、構造）と企業システム（戦

略、組織、技術、オペレーション、リーダ

ーシップなど）間での「変化の整合性モデ

ル」と「企業システム内部の整合性モデル」

（Business Architectureと呼ぶ）という

新たな理論モデルを提示した。本理論フレ

ームのコア・コンセプトはダイナミックな

環境下での環境と企業システム間での「境

界のマネジメント」と企業システムの内部

要素間での「境界のマネジメント」という

視点を有した新たな戦略経営プロセスに

ある。 

(2) ２点目は日本の代表的先端企業である

Sony および NTT-DATA を取り上げ、これら

の企業がいかにして企業内ベンチャー

(ICV)を成功させたかの要因に関して、ビ

ジネスアーキテクチャとバウンダリーマ

ネジメントの視点から分析・考察し新たな

フレームワークを導出した。 

(3) ３点目はモバイルインターネットサー

ビスである i-mode を世界に先駆けて商用

化した日本の代表的移動体通信キャリア



 

 

である NTT DoCoMo の詳細な事例研究を取

り上げ、創業から現在に至るまでの戦略経

営のダイナミックプロセスを、デュアルネ

ットワークの形成という実践プロセスが

最適な「ビジネスアーキテクチャ」を構築

し、企業イノベーションストリームを実現

する重要な要素であることを指摘し、新た

なフレームワークを導出した。 

(4) ４点目は新ビジネス（新製品・新サービ

ス・新ビジネスモデル）の実現に成功して

いる複数の日本の先進企業を考察した。そ

して新ビジネス成功のための共通的要素

を「境界の整合性」と「バウンダリーマネ

ジメント」の視点から分析・考察し、新た

なフレームワークを導出した。 

(5) ５点目は複数の詳細な事例研究を通じ

て得られた新たな知見を提示した。ミクロ

な存在である実務家が「環境適応戦略」や

「環境創造戦略」をダイナミックに実行す

べく戦略経営プロセスとは、企業内外（あ

るいは組織内外）での「境界の変化」を管

理していくことにある。そして「環境との

整合性」と「企業システム内部の整合性」

を最適化すべく統合組織モデルと (ICV) 

モデルに関して考察した。そして実務家の

「アーキテクチャ思考」が「境界の整合性」

を促進し知識創造のイネイブラーとなるこ

とを検証した。 

(6)イノベーションを成功させるには企業シ

ステム内部要素(戦略、組織、技術、オペレ

ーション、リーダーシップ)間でのバウンダ

リーの整合性の促進は重要となるが、その

中でも特に戦略、技術、オペレーション、

と整合性の図られた組織形態の構築は特に

重要な要素となる。本研究ではイノベーシ

ョンに向けての主要な組織形態を、オペレ

ーション、リーダーシップ& ガバナンスと

いう視点から述べ、かつ最適な組織アーキ

テクチャ構築のためのコアとなる要素を特

定した。 

(7) 複数の事例分析からイノベーションに成

功する企業に共通する組織行動として「ネ

ットワークアーキテクチャ思考」による戦

略的実践行動の重要性を指摘した。この「ネ

ットワークアーキテクチャ思考」が戦略転

換や技術転換に必要な異なる知識を統合化

し、環境変化と整合性の取れた「ビジネス

アーキテクチャ」を構築していくイネイブ

ラーとなることを明らかにした。 

(8)最後の成果として、融合モデルとイノベ

ーション・プロセスに基づく環境問題を取

り入れた製品開発改良システムの基本モデ

ルを構築し、管理技術の観点から整理しそ

の有効性を検証した。環境問題を考慮した

プロダクト・イノベーションの手順、各生

産活動(特に設計・製造段階)における具体

的な融合のステップ、用いられる管理技術

など、このシステムを構成する要因を整理

し、一般化されたモデルを構築した。さら

に、プロダクト・イノベーション・システ

ムの国際比較を一般化されたモデルと管理

技術の観点から整理し、その有効性を検証

した。 
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